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1)下記における公的個人認証サービスの利活用推進策
①CATV等放送事業 ②郵便事業 ③通信事業

2)国の行政機関における公的個人認証サービスの利活用推進策

3)その他官民の幅広い分野における公的個人認証サービスの利活用推進策、
セキュリティ確保策

1) 個人番号カードの具体的な利活用方策、セキュリティに配意した
普及推進策など

2) 地方公共団体における個人番号の具体的利活用方策、海外在
留者への行政サービスの提供の方法 等

 電子調達、電子私書箱における権限
委任（属性認証）の仕組みの検討

 個人番号カードに格納される利用者証明機能
のスマートフォンへのダウンロードの仕組みの
検討

個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の
在り方に関する懇談会（H27年9月～）

座長：須藤 修（東京大学大学院 教授）

個人番号カード等の利活用検討WG
主査：須藤 修（東京大学大学院 教授）

公的個人認証サービス等を活用したＩＣＴ利活用WG
主査：大山 永昭（東京工業大学 教授）

スマートフォンへの利用者証明
機能ダウンロード検討ＳＷＧ

主査：手塚 悟
（慶應義塾大学大学院 特任教授）

 地域活性化への道筋を明らかにする「マイ
キープラットフォームによる地域活性化戦略
案」の検討

今後の検討体制

マイキープラットフォームによる
地域経済活性化方策検討会
座長：太田 直樹（総務大臣補佐官）
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 電子調達、電子私書箱における権限
委任（属性認証）の仕組みの検討

 公的個人認証サービスを活用した官
民ID連携の仕組みの検討

制度検討ＳＷＧ
主査：手塚 悟

（慶應義塾大学大学院 特任教授）

属性認証検討ＳＷＧ
主査：手塚 悟

（慶應義塾大学大学院 特任教授）

改 組

【主な検討事項】

 ID連携の現状と課題

 公的個人認証サービスを活用した官民ID連携の具体的な実現方法 等



愛場 豊和 日本電気株式会社公共システム開発本部シニアマネージャー

新井 聡 株式会社エヌ･ティ･ティネオメイト ＩＴビジネス本部 プラットフォームサービス推進部 電子認証サービス担当 主査

大澤 昭彦 一般財団法人日本情報経済社会推進協会電子署名・認証センターセンター長

小木曽 稔 一般社団法人新経済連盟事務局員

小田嶋 昭浩 株式会社帝国データバンク業務推進部ネットサービス課

小尾 高史 国立大学法人東京工業大学科学技術創成研究院 准教授

柴垣 圭吾 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟企画部部長

下江 達二 富士通株式会社ミドルウェア事業本部サービスマネジメント・ミドルウェア事業部第二開発部 シニアエキスパート

手塚 悟 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任教授

長尾 慎一郎 新日本有限責任監査法人アドバイザリー事業部シニアパートナー

中村 克巳 ジャパンネット株式会社技術部長

中村 信次 株式会社日立製作所公共システム事業部公共戦略企画部部長

西山 晃 セコムトラストシステムズ株式会社プロフェッショナルサポート２部担当部長

松崎 和義 日本放送協会営業局専任局長

宮内 宏 五番町法律事務所弁護士

宮脇 勝哉 日本電子認証株式会社総合管理部システム管理室副室長

山田 伸治 日本郵便株式会社トータル生活サポート事業部部付部長

【関係省庁】

小杉 正憲 内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室参事官補佐

大峯 隆 法務省 民事局 商事課 法務専門官

希代 浩正 経済産業省商務情報政策局サイバーセキュリティ課 課長補佐

制度検討ＳＷＧ 構成員

（敬称略、五十音順）

主査
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